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所属・役職は、2025年1月時点のものです。

株式会社リクルートホールディングス
税務統括部長

リクルートホールディングスが取り組む

BEPS 2.0時代におけるグローバル企業の
価値を向上させる税務ガバナンスの在り方

BEPS2.0時代の到来により、グローバル企業の税務戦略は大きな転換点を迎えています。
株式会社リクルートホールディングスは、上場時から株価を大きく成長させ、日本を代表
するタックスエクセレントカンパニーとして注目を集めています。その成功の立役者である
同社税務統括部長の安妻 貴裕氏は、入社当初、税務部門が存在しない状況から、い
かにして先進的なグローバル税務組織と税務ガバナンス体制を構築したのでしょうか。
グローバル税務組織のゼロからの立ち上げ、強固な税務ガバナンス体制の構築、プラン
ニング機能の内製化、グローバルコンプライアンスマネジメントの確立など、同社の取組
みには、これからの時代に求められる税務戦略のエッセンスが詰まっています。今回は、
KPMG税理士法人パートナーの小出一成との対談を通じて、企業価値向上に資する
税務組織の在り方と、その実現に向けた具体的なアプローチについて深掘りします。 小出 一成

KPMG税理士法人
パートナー

【 インタビュアー 】 

安妻 貴裕 氏
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ファーストステップは
データを活用した適切な
タックスプランニング

小出　リクルートホールディングスは株価
を大きく成長させ、現在では日本で最も
優れた税務戦略を持つ、日本有数のタッ
クスエクセレントカンパニーだと高く評価
されています。この成功の背景にあったの
が、日本では例を見ない強固な税務ガバ
ナンス体制を構築し、タックスプランニン
グを内製化し、コーポレートカルチャーに
即した税務組織の構築に取り組まれたた
めだと私は考えているのですが、いかがで
しょうか。

安妻氏　ご評価いただきありがとうござ
います。私が2014年にリクルートホール
ディングスに入社したころは、社内に税務
部門が存在していませんでした。そこで、
最初に取り組んだのが、経営陣に税務の
重要性を理解してもらうことでした。その
ためには、言葉だけではなく、目に見える
成果を示す必要がありました。
たとえば、私が入社した初年度に取り
組んだプランニングですが、結果的に数
百億円規模の税務コスト削減（不必要な
国際間二重課税を削減すること）を実現
しました。この金額は当時の事業利益率
を考えると、1兆円以上の売上に相当し
ます。この成果とともに経営陣に説明し
たところ、空気がガラッと変わり、税務の
重要性を強く認識してもらうことができま

した。最初にプランニングによってシニア
マネジメント層の信頼を勝ち得て、続い
てコンプライアンスを固めた形です。

小出　なるほど、ありがとうございます。
BEPS2.0のこともあり、税務において正
確なデータ管理とそれを活用した事業に
沿ったタックスプランニングは、今後ます
ます重要になっていきますね。

安妻氏　おっしゃるとおり、税務の基盤は
データにあります。そこで、リクルートホー
ルディングスでは、まず全グループ会社の
財務データや申告情報を一元的に集約す
る仕組みを構築しました。入社当初は、子
会社の申告書が本社で把握されていない
状態でしたが、これではグループ全体のプ
ランニングはおろか、正確な税務リスクの
把握すらできません。
だからこそ、データを集めることを最優先
課題として取り組みました。しかし、最初
は現場から「なぜそんな情報が必要なの
か」という反発もありました。今までやっ
てこなかったことをやろうとすれば、それ
も当然の反応なので「適切なデータ管理
がどのように利益につながるか」を具体
的に示しながら理解を得ることが大切で
す。たとえば、ある会計データを基にした
プランニングで、多額の税コスト削減を
実現したケースを説明しました。こうした
実績をひとつずつ積み上げることで、デー
タ収集の意義を徐々に浸透させていきま
した。

小出　データを収集するだけでなく、それ
をどのように活用するかも重要だと思いま
す。実際にはどのようにタックスプランニン

グに活かしたのでしょうか。

安妻氏　データの収集はあくまで第一歩
で、それをどのように分析し、活用するか
が本質的な部分ですね。グループ全体の
財務構造や将来の事業計画を把握したう
えで、移転価格の適正化や最適なストラク
チャーの構築を行います。また、各国の税
制や規制を踏まえたリスク管理も重要で
す。リクルートホールディングスのような
グローバル企業では、国ごとの税制や規
制に対応するだけでなく、それらを統合し
て一貫性のある方針を示す必要がありま
す。これにより、税務調査時のリスクを最
小化し、かつビジネスの効率性を最大化
することができます。
また、データはプランニングだけでなく、人
材育成にも役立ちます。正確なデータがあ
ることで、社員が現実に即した知識やスキ
ルを身につけることができるからです。デー
タを基に具体的なケーススタディを行い、そ
れを通じて社員が実践的なスキルを磨くと
いうサイクルを構築しています。

小出　データを活用することで、単に税務
リスクを回避するだけでなく、企業全体の
価値向上にもつなげているわけですね。

安妻氏　多くの企業が「税務はコンプラ
イアンスの一部に過ぎない」と考えていま

株式会社リクルートホールディングス　税務統括部長
2014年に株式会社リクルートホールディングスに入社。入社前は大手ゼネコン企業・グローバルエンタテインメン
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すが、実際には、適切なプランニングを行
うことで企業価値を大きく向上させること
ができます。税務は経営の重要な機能で
あり、それを最大限に活用することで、競
争力のある企業体制を構築することが可
能になります。

タックスプランニング機能は
社内で持つべき

小出　タックスプランニングは、企業価値
を高めるうえできわめて重要な役割を果
たすことは安妻さんのお話から理解がで
きました。しかしながら、多くの企業がこ
の機能を持たないか、もしくは外部専門
家に依存している現状があります。

安妻氏　もったいないですよね。プラン
ニング機能の社内育成は私たちが最も力
を入れている部分の1つです。多くの企業が
「タックスプランニングは専門的で難しい」
と捉え、外部専門家に頼りがちですが、こ
れは必ずしも最適解ではありません。外部
専門家に頼りすぎると、社内の状況を十分
に理解しないままプランが進められ、結果
的に非効率になったり、期待した効果が得
られなかったりすることが多いのです。
そこで私たちは、社内にプランニングのノウハ
ウを蓄積することを優先的に取り組み、コン
プライアンスを徹底しながら、課題が出てき
た際に「どうストラクチャーを組むか」「どう
スキームを設計するか」といった発想を育て
ていくプロセスを取り入れています。このよう

な取組みを通じて、社員が自然とプランニン
グを行える素地を作ることができました。

小出　そのような取組みを進めるなかで、

特に苦労された点は何でしょうか。

安妻氏　一番の課題は、プランニングに
関する知識を体系的に学べる場がほとん
ど存在しないという点です。プランニング
は非常にダイナミックな分野であり、法律
や規制が頻繁に変化します。そのため、固
定的な教科書やマニュアルが存在しない
のです。ですから、現場での実践を通じて
学び、経験を蓄積していくしか方法があり
ません。
また、社内の情報共有も重要なポイント
でした。リクルートホールディングスの税
務統括部では、全員が自分の担当業務を
超えて知識を共有する文化を重視してい
ます。週1回の定例会議で全員が進捗を
報告し合い、そこで「これはこう考えられ
るのでは？」「過去にこのような事例があっ
た」といったディスカッションを行います。
このような場を設けることで、個々の知見
がチーム全体に広がり、個人の成長曲線
を伸ばすことができ、組織としてのプラン
ニング能力も向上します。
M&Aにおいては、買収対象企業の財務
や税務リスクだけでなく、グループ全体の
構造を見渡しながら最適なスキームを設
計する必要があります。これには、社内に
蓄積されたデータや知識が欠かせません。
私たちのチームでは、こうしたプロセスを

外部に依頼するのではなく、まず社内で最
善の案を出す。その案を外部専門家にリ
スクチェックしてもらう形をとっています。
これにより、より精度の高いプランニング
が可能になります。

小出　リクルートホールディングスは、社
内の税務担当者と外部専門家の役割分
担が非常に明確ですよね。

安妻氏　私たちは、社内税務と外部専
門家それぞれの強みを最大限に活かす
ための関係構築に注力しています。外
部専門家に期待するのは、各分野にお
ける深い専門知識の提供です。たとえ
ば、移転価格や国際税務の特定分野に
ついては、外部専門家が多くの企業と関
わるなかで蓄積してきた知見が非常に
有用です。一方で、社内税務の役割は、
社内情報を管理し、どこにリスクがある
のか、どこを優先的に検討すべきなのか
を見極めることです。このアンテナ機能
があるからこそ、外部専門家に的確な依
頼ができるのです。

小出　どのような点を意識して外部専門
家と接していますか。

安妻氏　意識しているのは、まず私たちの
スタンス、そして外部専門家との信頼関係
ですね。たとえば、「この案件についてリス
クを確認してほしい」という依頼をする場
合、社内で十分に検討を重ねたうえで依頼
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します。その際、「ここまでは自社でリスク
を取る」といった判断基準を明確にしたう
えで相談することが重要です。
最悪なのは、外部専門家に丸投げし、失
敗したら外部専門家の責任を問うという
ようなケースです。これでは外部専門家も
極端に保守的な提案しかできなくなりま
す。私たちは、最終的な意思決定はあくま
で会社が行うというスタンスを貫いていま
す。この姿勢があるからこそ、外部専門家
もリスクを含めたフラットな意見を提供し
てくれるのだと思います。

小出　その信頼関係があればこそ、外部
専門家も本音の提案をしやすくなるわけ
ですね。一方で、社内税務チームの役割に
ついてはいかがでしょうか。

安妻氏　社内税務チームの役割は、「ど
のリスクにどの程度の注意が必要か」を
見極めることです。この判断が的確であれ
ば、外部専門家との協働もスムーズに進
みます。また、税務調査などで問題が発生
した場合も、事前にリスクを把握している
ことで迅速な対応が可能です。実際、税
務調査が入った際には、過去のプロジェ
クトや判断基準をすべて把握している社
内チームが前面に立ち、それを外部専門
家が補完する形で対応します。この二重
の体制が、最も効果的だと考えています。

「成果」と「意識改革」が組織の
カルチャーに変革をもたらす

小出　税務を経営の重要機能として位置
付けるには、組織全体の文化を変える必要
がありますよね。リクルートホールディング
スではどのようにして「税務の重要性」を組
織文化として浸透させたのでしょうか。

安妻氏　一言で言えば、文化の変革には
「成果」と「意識改革」の両輪が必要で
す。私が入社した当初、リクルートは EB

ITDA（利払い・税引・償却前利益）を基準
にした経営を行っており、税務は「コスト

センター」とも見られていました。しかし、
私は「税務は企業価値を向上させる重要
な役割を果たすプロフィットセンター」と
いう信念を持っていました。これを経営
陣や他部門に理解してもらうためには、
まず具体的な成果を示したのは先に述
べたとおりです。これによって経営陣の理
解を得た後は、税務を経営の中心に据え
る仕組みを作ることに注力しました。そ
の一環として、税務組織を経理・財務と
は別組織として独立させる構造を取りま
した。これにより、税務が単なる経理・財
務の一部ではなく、経営戦略に直結する
部門として位置付けられるようになりま
した。
また、税務に対する意識を変えるために
は、全社的な教育やコミュニケーションも
重要です。プロジェクトの初期段階から
税務部門が関与し、その役割を明確に示
すことで、税務が「後から付け足すもの」
ではなく「経営の根幹を支えるもの」であ
るという文化を醸成してきました。最初か
ら正しいストラクチャーを組めていれば
問題ないのですが、後から正しいストラク
チャーに直そうとすると、税務調査で租税
回避行為という疑念を抱かれるリスクが
高まるのも事実として存在します。

小出　税務が「プロジェクトの後から」で
はなく「最初から」関与するというのは、大

きな変革ですね。

安妻氏　課題は、他部門との連携をどの
ように強化するかでした。多くの企業で
は、税務部門がプロジェクトに関与するの
はかなり後の段階です。しかし、税務の視
点が初期段階から組み込まれていれば、
不必要な税コストを回避するだけでなく、
より効果的なビジネススキームを設計す
ることが可能になります。この意識を浸透
させるため、税務がプロジェクトの初期か
ら関与する仕組みを整えました。
さらに、税務部門自身も変わらなければ
なりませんでした。単なる「申告業務」だ
けではなく、事業の成長を支える「戦略的
なパートナー」としての役割を果たす意識
を持つことが重要です。この意識改革が、
税務部門と他部門の信頼関係を築く基盤
になりました。

小出　そのような意識改革が組織全体に
広がれば、税務が企業の競争力を支える
本当の意味での戦略的機能となるわけで
すね。

安妻氏　そのとおりです。リクルートホー
ルディングスでは、税務を単なるコストで
はなく投資と捉える文化が根付いていま
す。この文化があるからこそ、社員全員が
税務の役割を理解し、協力的に取り組ん
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でくれるのだと思います。

本社はシンプルなポリシーで
「本質」を伝え、現地の「自律」を
促す

小出　税務部門の役割が国内だけでなく
グローバルに広がるなかで、組織運営や
評価方法はさらに複雑化しています。リク
ルートホールディングスでは、どのような
対応をしてグローバルな組織運営を実現
しているのでしょうか。

安妻氏　グローバル展開において最も重
要なのは、「現地の自律性」と「本社の統
制」のバランスを取ることです。私たちは、
現地のメンバーに当事者意識を持っても
らう仕組みを意識的に取り入れています。
現地の税務チームが新しいプランを提案
する際には、まず現地の組織内で合意を
形成してもらい、その後に本社が承認する
というフローを採用しています。このよう
なプロセスにすることで、現地チームの自
律性を尊重しつつ、全体の整合性を確保
することができます。
また、デュアルレポーティングラインも重要
な役割を果たしています。現地チームの人
事評価は現地の直属上司が行い、業務内
容に関する報告は本社にも上がるような仕
組みです。これにより、現地の業務が本社

からの一方的な指示に依存せず、現地の実
情に即した形で進められるようになります。
同時に、本社も全体の戦略やリスクを把握
することが可能になります。

小出　現地の自律性を尊重しながらも、
本社が全体のガバナンスを維持するという
のは理想的ですが、実際には難しいように
も思えます。

安妻氏　そのとおりです。特に大きな課題
の1つは、現地チームと本社の間での情報
共有と意思疎通です。この課題を解決する
ために、私たちはポリシーを極限まで「簡
素化」しました。ポリシーは必要最小限の
内容にすることが重要です。膨大な規則を
盛り込むと、結局誰も理解しないし守られ
ない。私たちのポリシーはわずかペーパー
数枚程度のシンプルなものです。しかしそ
の内容は非常に考え抜かれていて、報告が
必要な情報とその理由を明確に示してい
ます。このシンプルさのおかげで、現場で
もポリシーを容易に理解し実行できるよう
になりました。
興味深いのは、こうしたポリシーが現場で
根付くと、「must」な情報に加えて「want」、
つまり必要ではないけれど役立つ情報も
自然と集まってくるようになることです。本
質を理解した上で、「これも関係するかも
しれない」「あれも役立つかもしれない」と

現場のメンバーが積極的に報告してくれる
ようになります。

小出　具体的にはどのような情報が集ま
るようになったのでしょうか。

安妻氏　たとえば、移転価格に関する情
報や、セグメントをまたぐクロスセグメン
トの取引情報、さらには資本取引に関す
る情報などが挙げられます。これらは、日
本国内だけでなく、各国のCFCルールの
適用可否を判断するうえでも非常に重要
です。このように、現場から上がってくる
情報を基に、ガバナンスとコンプライアン
スを両立させる仕組みが出来上がってい
ます。

小出　現場が自律的に情報を提供してく
れるようになると、組織全体のスピード感
も大きく変わりますね。このような仕組み
は、まさにBEPS 2.0時代における税務管
理の理想形と言えますね。

税務ガバナンス向上を通して、
日本企業全体の競争力を
底上げしたい

小出　これまでお話を伺い、リクルートホー
ルディングスの税務組織が非常に進化し、成
果を出されていることがよく分かりました。
一方で、今後さらに税務ガバナンスを強化
するには何がポイントになるでしょうか。

安妻氏　1つは柔軟性ですね。税務ガバ
ナンスには、時代の変化に対応する柔軟
性が求められます。特にデジタル化の進
展や各国の税制改革に適応するために
は、話が戻るようですがデータの管理と
活用が鍵を握ると考えています。データ
マネジメントについては、これまで以上に
精緻な分析が必要になるでしょう。現在
でも申告書や財務データを一元管理して
いますが、これをリアルタイムで更新し、
より高度なシミュレーションが可能な仕
組みを導入することを目指しています。こ
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れにより、単なるコンプライアンス対応に
とどまらず、経営戦略に直結する意思決
定が可能になります。柔軟性は、あらゆ
る変化に対応できる準備と言い換えられ
るかもしれません。
あとはコミュニケーション、つながりでしょ
うか。また、税務は他の経営機能と連携し
て初めてその価値を最大化できます。その
ため、事業はもちろんのこと、経理や財務
だけでなく、経営企画や法務や人事など
の他部門とも連携を深める必要がありま
す。たとえば、M&Aや新規事業の立ち上
げ時に、税務の観点から適切な助言を行
うことで、事前にリスクを回避しつつ最大
の効果を得ることができます。

小出　確かに、税務部門が経営全体に
貢献できる体制を作ることが重要ですね。
そのためには、税務の専門人材育成も欠
かせないと思いますが、どのような方針
で進められていますか。

安妻氏　人材育成は、「自律性」と「継
続的な成長」の両方を重視しています。
特に若手社員には、自分で目標を設定
し、それに向けて必要なスキルや知識を
身につけるよう促しています。たとえば、
「CFOになりたい」と思った場合、それ
に必要な能力をリストアップし、それを1

つずつ埋めていくことで、目標に近づく道
筋が見えてきます。ただし、明確にゴー
ルを持たない若手社員も増えていますの
で、そのような人材には周りを見渡して
あんな風になりたいと思う人を探して、
ロールモデルにするようアドバイスして
います。明確にゴールがイメージできる
者、そうでない者とは違う育成法が必要
だと感じます。

小出　柔軟な人材育成方針とデータ活用
の進化が組み合わされば、税務部門の未
来は非常に明るいですね。最後に、安妻
さんが目指す「税務組織の理想」というも

のを教えていただけますでしょうか。

安妻氏　理想と言えるかはわかりません
が、私が目指しているのは、「持続的に進
化する組織」です。税務の世界は非常に
動きが速く、法律や規制が絶えず変化しま
す。そのなかで「これが完成形だ」と言っ
てしまったら、それ以上の成長は見込めま
せん。常に変化を受け入れ、それに適応
することで、新たな価値を創造し続ける組
織でありたいと考えています。
また、日本全体の税務文化を向上させる
ことにも貢献したいと思っています。企業
における税務文化の向上はグローバル競
争力の向上に直結します。リクルートホー
ルディングスでの成功事例を他の企業に
も共有し、日本企業全体の競争力を底上
げすることは私の使命だと考えています。
そのために、これからも社内外で積極的
に情報発信を行い、業界の発展に寄与し
ていきたいと思います。

（左）KPMG税理士法人 小出 一成  （右）株式会社リクルートホールディングス 安妻 貴裕氏
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